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福祉施設等における災害時の避難対応

近年、気候変動の影響により気象災害は激甚化・頻発化して
おり、令和２年においても、令和２年７月豪雨や令和２年台
風第10 号など、広範囲において、災害そのものによる直接的な
被害だけでなく、停電・断水によるライフラインの途絶などのインフ
ラ毀損による二次被害も生じたところである。
⇒令和２年７月豪雨災害では高齢者福祉施設の利用者
14名が死亡

避難確保に関する課題

 災害リスクに応じた適切な避難場所が確保されていない
 避難の躊躇（避難のタイミング）
 利用者の移動も兼ねた避難訓練を実施していない等

 令和2年7月豪雨 – Wikipedia

 令和2年台風第10号 - Wikipedia

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%A4%E5%92%8C2%E5%B9%B47%E6%9C%88%E8%B1%AA%E9%9B%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%A4%E5%92%8C2%E5%B9%B4%E5%8F%B0%E9%A2%A8%E7%AC%AC10%E5%8F%B7


2.BCP（業務継続計画）策定の必要性

最低限のサービス提供が維持できるよう、緊急時の人員の招集方法や飲料水、食料、マスク等の衛生用品、冷暖房設備や空
調設備稼働用の燃料などの確保策等を定める「BCP（業務継続計画）」を策定することが有効であることから、介護分野や障
害福祉分野等においては、運営基準の見直しにより当該計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等
が義務付けられた。（３年の経過措置期間あり）

BCP策定 義務化対象：
介護施設・事業所、障害福祉サービス事業所等

BCP策定 促進対象：
その他社会福祉施設等

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

経過措置期間(3年間) BCP策定
義務化

BCP策定
促進

BCP策定
促進


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17



